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はじめに

平成27年度より、山口大学教育学部（以下本学部）の附属特別支援学校に就学前段階からの特別な支援が

必要となる可能性のある幼児、及びその保護者に対して、発達支援や療育相談を総合的に行い、地域に貢献

できるシステムについて、プロジェクト研究として、実践と並行しながら検討している。設置する療育セン

ターの大きな役割として、本学部の附属幼稚園、附属小・中学校をはじめ、近隣の地域の幼、小、中学校に

対する特別支援教育にかかわるセンター的機能を担うことを目指す。

一方で、療育センターの機能を、大きく、「子ども支援」、「保護者支援」、「学校園支援」の３つと定

めた。就学前の幼児にかかわる指導・支援として、①ヤマミィるーむ（幼児発達支援教室）の取り組み、②

附属幼稚園における５歳児発達相談会を核にした園支援の取り組みを行う。この取り組みをつないでいくこ

とを含め、小学校への指導・支援は、附属小学校の校内通級指導体制の構築にかかわる取り組みを行う。ま

た、地域に広く通用できる形となるように、活動の実践とその検証を行っていく。

これらの活動の実践、及び検証を経て整理した具体的な活動内容や方向性についての詳細について、まず

は、本学部の学校園で有効に活用できるようにマニュアルとして整理していく。

本稿では、この取り組みを始めてから３年目になる今年度の成果として、３年間の取り組みの実情、課題

等を整理し、本校が地域のセンター的機能として地域に貢献する在り方を考えながら、就学前の幼児にかか

わる指導・支援の部分について、マニュアルの試案の作成を試みる。そして、次年度以降、そのマニュアル

に示した活動内容等について、さらに実践を重ねながら評価、検証し、幼児期から児童期までをつなぎ支え

る総合的な療育センターとしての機能の確立と、活動・運営マニュアルの作成を目指していきたいと考えて

いる。

１．就学前からの総合的な相談支援を行う療育センターの運営マニュアルに向けて

ここでは、就学前の幼児にかかわる指導・支援の部分について、これまでの活動の検証成果も含め、療育

センターとして実践することという視点から、マニュアル化を目指した表現による整理を試みた。

＊１ 山口大学教育学部附属特別支援学校　＊２ 山口大学教育学部幼児教育
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---------------【就学前の幼児にかかわる指導・支援の部分についての試案】---------------

１）目的

本校に設置する療育センターが目指すものは、附属学校としての機能を十分に働かせながら発達障害等の

幼児の集団での生活や学習、活動場面における適応を促していく支援を行うことである。

発達障害等の幼児の指導・支援にあたっては、一人一人に寄り添いながら必要な指導や支援の在り方を検

討することが必要である。その際、幼児一人一人のより良い発達とともに、集団への適応を目指して、各々

の幼児の具体的な目標を設定し、PDCAサイクルに基づいた指導・支援を計画的に行えるように、大学との連

携・協力も行いながら進めていく。具体的には、附属幼稚園、及び、地域の幼稚園、保育所等に在籍する幼

児の指導・支援を就学へとつないでいくことから、小学校への就学後の支援の方向へとつながるような取り

組みを目指していく。そして、これらの成果としての療育センターの総合的な活動の実績を、今後、幅広く

地域の学校園に役立つ形で発信していく。

図１　総合的な相談支援を行う療育センターの設置・運営の方向

２）療育センターの機能

図２　療育センターの３つの機能
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■療育センターの３つの機能

発達障害等により、日常生活や集団での生活や集団での学習、活動場面において、なんらかの課題や配慮

の可能性を含む子どもに対して、一人一人の可能性広げるとともに、集団への適応を含めた支援や相談等、

教育的支援の方向性を検討していく療育センターの機能は、以下の３つである。

〈子ども支援〉
◇所属する集団（クラス）の中で、日常生活や集団での活動場面における課題等を見出し、その実態

を把握する。

　スクリーニングの実施　⇒　保護者相談　⇒　個別アセスメントの実施

◇実態把握に基づき具体的な指導支援の計画を立案し、適切な指導支援を行う。

　個別の教育支援計画　⇒　自立課題⇒　個別指導計画　⇒　適切な指導支援

◇在籍園等や関係機関と連携した指導支援を行う。

�　個別の教育支援計画の作成・活用　⇒　在籍園等や関係機関との情報共有　⇒　在籍園等や関係機関と

連携した指導支援

〈保護者支援〉
◇子どもの自立、社会参加につなげていく家庭での支援の改善、充実を図る。

�　個別の教育支援計画の作成　⇒　子ども理解・的確な実態把握　⇒　個別の教育支援計画を活用した家

庭での支援

◇就学について子どもの実態に応じた適切な教育環境を選択するための支援

�　個別の教育支援計画の作成、活用　⇒　子ども理解・的確な子どもの実態把握　⇒　保護者への十分な

情報提供　⇒　適切な就学の選択

〈園等への支援〉
◇発達障害等により特別な支援が必要な子どもを園等で支援するための体制を整備する。

�　園内の子どもの実態把握（スクリーニング）　⇒　子どもに応じた支援の検討（園内委員会）　⇒　支

援を行うための体制整備

図３　療育センターの行う事業に共通した支援の流れ
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３）療育センターの事業

①ヤマミィるーむ（幼児発達支援教室）

ア　概要
「ヤマミィるーむ」は、本校内の施設（プレイルーム、教育相談室、芙蓉館）を利用し、主として発達障

害、あるいは、その疑いのある３歳以上の就学前の幼児を対象とした定期的に実際の支援を実施しながら療

育の一助を担う教室である。参加幼児の個別及び小集団を仕組んだ支援に並行して、保護者に対するペアレ

ント・トレーニングを中心としたカウンセリングを行う。

イ　子ども支援
「ヤマミィるーむ」は、参加幼児の在籍園と連携を取り合いながら、集団生活における課題を見出し、そ

の集団生活への適応や活動への参加ができるようになることを目指す。個々の幼児に必要な自立課題を定め、

それに応じた個別指導計画を作成し、ＰＤＣＡサイクルにより指導、支援を行う。

【ヤマミィルームの目的】

〇発達障害を中心とした障害等により教育的支援を必要とする幼児やその保護者を対象に、生活や学習等に

関する小集団を組んだ発達支援、療育相談、就学支援を行う。そして、最終的に在籍園の集団生活におけ

る課題の軽減、集団への適応、活動への参加を目指す。

〇参加幼児の個々の在籍園との連携に基づき、当該幼児の園生活の中での集団生活への適応を支援し、就学

先の小学校で、子どもがより良く学校生活が送ることができるように、個別の教育支援計画等の教育支援

の方向性を提案し、効果的につながる就学支援を行う。

〇近隣の幼稚園・保育園、市教委、保健センター等との連携を密にし、地域の発達支援や療育が包括的効果

的に進展していくように援助を行っていく。

【方法・内容】

〇療育センターの機能のひとつとして幼児発達支援教室「ヤマミィるーむ」を附属特別支援学校（本校）に

設置して、参加幼児を募集し、発達支援やその保護者に対する療育相談を行う。

〇アセスメントを実施し、当該園児に必要な自立課題を定め、個別指導計画に基づいて指導支援を行う。

〇近隣の幼稚園や保育園を定期的に巡回訪問し、支援が必要な幼児の見取りと集団生活や手段での活動等へ

の適応に向けた指導支援や保護者に対する療育相談等について、園と連携しながら行う。

〇個別の教育支援計画を介して、小学校就学に向けて、支援を有効につないでいく。

〇医療や福祉等の関係機関と連携協力してケースカンファレンスを定期的に行い、指導支援の妥当性につい

て検証し、改善修正を図りながら実施する。

ウ　保護者支援
「ヤマミィるーむ」における幼児の発達支援の活動に並行して、保護者に対する療育相談の場、機会を設

定する。方法として、ペアレント・トレーニングの手法を取り入れた集団カウンセリングを中心としながら、

必要に応じて適宜、個別の相談にも応じていく。また、年間２～３回、教育や心理を専門とるす大学教員等

による個別相談会やミニ講演会、懇談会を企画し、実施する。

〈ペアレント・トレーニングの実施〉
幼児発達支援教室（ヤマミィるーむ）に参加する幼児の保護者に対して、療育相談の機会を設定する。

年間の相談活動のスケジュールを最初に示し、計画的に行ようにする。相談活動の中にペアレント・ト

レーニングの手法を取り入れた集団カウンセリングも合わせて、実施する。

ペアレント・トレーニングの主な目的は、

である。周囲の大勢の子どもとは異なる発達をしている子ども達は、親にとってはその行動などをなかな

〇発達障害のある子どもをはじめとした、育てにくさをもつ子どもへの正しい理解を図る。

〇子育てに対する親のストレスを軽減する。

〇親と子、双方の自己評価の低下を予防する。

〇同じ悩みをもつ保護者たちと分かち合い、相互に支え合う

（まめの木クリニック発達研究所より）（１）
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か受け入れし難く、気にかかる面が多くなりなりがちである。そのために、親に育児に対するあせりを生じ

させ、できないことをさせようとする無理なしつけの積み重ねや、さらには、親子の関係に歪みが出てくる

など、親も子も苦しむという悪循環を作り出していることがある。このペアレント・トレーニングのプログ

ラムは、子どものもつ特性を理解し、具体的な対応を、同じ悩みをもつ親どうしで実践を通して学び合い、

日常生活がより穏やかに過ごしていくことができるようにするためのものである。

表１　ペアレント・トレーニングを取り入れた集団カウンセリング

（例：課題を設定し計画的に話し合いや協働活動を行う）

この保護者のカウンセリング活動と、ヤマミィるーむの発達支援の活動とを有効に連動させることで、親

子双方にとって意味のある活動にできるように進めていく。

※ペアレント・トレーニングは、ステップ・バイ・ステップ方式なので、遅刻や欠席がないように参加する

保護者への協力や理解を事前にお願いする必要がある。また、日常生活における課題などを出すこともあ

り、その実践結果が話し合いの基になることも了解を得ることも必要である。

※ペアレント・トレーニングの１回の時間は、原則１時間とする。

※ペアレント・トレーニングの進行役（ファシリテーター）は、特別支援学校発達支援部教員とする。

※ペアレント・トレーニングは、あくまでも集団カウンセリングであるので、少なくとも５人以上の参加が

求められる。

親に対する集団カウンセリングの中に、ペアレント・トレーニング以外に、個別の教育支援計画やサポー

トブックの作成、親子が楽しめる活動の企画、準備、運営を親同士で一緒に話し合い協働して行う活動を入

れる。これらは、親として相互に支え合い楽しみながら積極的に療育に参加する意欲を高めることにつな

がっていくように位置づけている。

実施月 ペアレント・トレーニング 設定された保護者相談・活動

５月 ①オリエンテーション・自己紹介・悩みの出し合

い

個別の教育支援計画の作成

②子どもの行動を３つに分ける
〇好ましい行動〇好ましくない行動〇危険な行動許しがたい行動

個別の教育支援計画の作成

６月 個別の教育支援計画の作成

③３つの行動についてのかかわり方について話し

合う

サポートブックの作成

７月 ④好ましい行動を増やす（肯定的注目の与え方） サポートブックの作成

⑤家で実践したことを発表し合う。 サポートブックの作成

９月 ⑥好ましくない行動を減らす①（上手な無視の仕

方）

福祉サービスの利用について情報交換

⑦家で実践したことを発表し合う。 就学について情報交換

10月 ⑧好ましくない行動を減らす②（無視とほめるの

組み合わせ）

親子が楽しめるレクレーションの計画・

準備

⑨家で実践したことを発表し合う。 親子が楽しめるレクレーションの計画・

準備

11月 ⑩効果的な指示の出し方① 親子が楽しめるレクレーションの実施

⑪家で実践したことを発表し合う。 子どもが喜ぶクリスマス会の計画・準備

12月 ⑫効果的な指示の出し方② 子どもが喜ぶクリスマス会の計画・準備

⑬家で実践したことを発表し合う。 子どもが喜ぶクリスマス会の運営

１月 ⑭よりよい行動チャート 思い出として残るお別れ会の計画・準備

⑮家で実践したことを発表し合う。 思い出として残るお別れ会の計画・準備

２月 ⑯制限を設ける（警告とペナルティ） 思い出として残るお別れ会の運営

⑰まとめ
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エ　園等への支援
「ヤマミィるーむ」は、参加幼児の在籍園での集団生活における課題を見出し、その集団生活への適応や

活動への参加ができるようになることが大きな目的である。そのために、園等との緊密な連携と、必要に応

じた支援は必要不可欠である。具体的には、次のような園等との連携、支援を行っていく。

〇連絡帳を介して、毎回の「ヤマミィるーむ」の実践内容やそれに対する幼児の様子等にかかわる情報を

園等に伝える。また、当該幼児の通園している園等から、園での幼児の活動の様子や変容、「ヤマミィ

るーむ」に対する気づきや要望等について、園等の教員や保育士から情報を得る。このような情報交換

を、保護者を中心（間）に据えて実施する。

〇「ヤマミィるーむ」の担当教員が、計画的に参加幼児の在籍園を訪問し、幼児の園での活動の様子や自立

課題に対する変容の実態を把握する。それとともに、園等の教員や保育士と課題の改善、集団への適応に

向けて有効な指導支援について協議する。逆に、園等の教員や保育士に、「ヤマミィるーむ」の参観を要

請し、そこでの具体的な支援的な状況を園等での指導支援につなげ活かすようにする。

〇個別の教育支援計画を介して、保護者、「ヤマミィるーむ」、園等が協働して、幼児の指導支援や幼

児にとって望ましい就学支援について協議、検討したり、専門家や関係機関の助言を受けたりする。

②５歳児発達相談会（園等への直接的な支援）

ア　概要
５歳児発達相談会は、主として地域の幼稚園に対して、発達障害、あるいはその疑いのある園児が小学校

にニーズに応じた適切な就学移行ができるように、５歳（年中）の段階から日常生活や園での集団生活等に

おける困難さを発見し、それに対する保護者相談も含めた継続的な指導支援を行うことを目的とする。市の

保健センターや教育委員会主催で実施している５歳児発達相談会と大きく異なることは、相談会の事前にス

クリーニング検査を行い、支援の必要な幼児を専門的な目で抽出し、挙げられた幼児に関して、その保護者

に相談会への参加を促すことと、相談会の事後、就学までの間に個別の教育支援計画に基づいた計画的、継

続的な指導支援を行い、就学先の学校に支援を効果的につないでいくという取り組みを行うことである。

イ　子ども支援、園等への支援
【目的】

〇特別な支援が必要な幼児の早期発見、早期指導支援を行うとともに、その保護者に対する療育相談を実施

する。

〇園内の支援体制を構築し、小学校への適正な就学やそのための準備を計画的、継続的に行う。また、園で

実施した指導支援が、小学校でも有効に引継ぎ、つながるようにする。

【方法・内容】

定期（計画）的なケース（支援）会議の実施
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ウ　保護者支援　～　５歳児発達相談会の実施

附属特別支援学校がコーディネートし、幼稚園や保育所等で行う５歳児発達相談会は、附属幼稚園の年中

の幼児全員を対象に実施する。発達相談会の事後における小学校へのスムーズな就学を見据えた指導、支援

の実施を考えると、発達相談会そのものは、夏期休業（夏休み）前の実施が望ましい。発達相談会の実施に

向け、以下のことについて行う。

尚、市の保健所が教育委員会と連携して実施している５歳児発達相談会は、療育や就学に向けての教育、

医療、福祉等による総合的、専門的なアドバイスや道筋等が得られ保護者にとって非常に有益かつ必要なも

ので、決して本校が考え実施しようとしている発達相談会がそれを妨げるものではない。後者は、あくまで
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も園内という単位でよりよい就学に結び付く発達支援、療育相談を計画的に行っていくものであり、市単位

で行う前者の相談会と有効な形で連携実施ができればよいと考えている。

発達相談会の準備

園内で行う発達相談会は、あくまでも就学に向けての教育的な支援を園内でどのように実施していくかと

いうことを目的にする。また、実施の主体は園そのものであるため、園業務との兼ね合いも含め、無理がな

く継続してできる形にすることが重要である。

①関係機関との連絡、調整

発達相談会の相談員は、附属特別支援学校の発達支援部教員と園内のコーディネーターや養護教諭が中心

に担当するが、事後の就学支援のことも考え、市の教育委員会の特別支援教育担当主事にも参加してもら

う。また、相談会直後のケース検討会には、相談員、その運営に当たった教員の他に、園の管理職、就学先

となる小学校のコーディネーター及び管理職、大学の専門教員、スクールカウンセラーにも参加してもらう。

よって、事前に、実施のための連絡調整会を行い、実施目的、方法、役割分担等を十分に検討、共有しなが

ら関係機関との連携を図っていく。

②園内の教職員に対する理解・啓発

発達相談会は、準備や運営、事後支援に至るまで、附属特別支援学校のコーディネートを受けながら、園

内の教職員が行うこととなるため、その目的や方法等を十分に共有し、理解しておく必要がある。

また、園内の教員が、園内の年中の幼児全員に対して困り、困難さに気付くためのスクリーニング検査を

行い、その検査や発達相談会の事後に支援が必要な幼児に対して個に応じた支援やかかわりを考え実施する。

その際に、保護者に対してそれらの実施の説明を行い、了解を得ていく。そのために、園内の教職員全員が

特別支援教育や発達障害にかかわる正しい理解をもつことが求められる。

③保護者に対する理解・啓発

発達相談会の案内や発達の状況を尋ねるアンケートを、年中の幼児すべての保護者に配布する。また、園

内に特性上、何らかの困り、困難さを有し、本人自身が苦しんでいる幼児がいることや、その適切な支援の

必要性等を、保護者に正しく理解してもらう必要がある。そのために、保護者に対しても、特別支援教育や

発達障害にかかわる正しい理解を図っていく取り組みや、発達相談会においてのその実施意図や目的、内容、

方法等を十分に周知してもらえるように投げかける工夫をしていく。　　　　　　　　　　　【以上試案】

-------------------------------------------------------------------------

２．本稿のまとめと今後の課題

附属特別支援学校に就学前段階からの特別な支援が必要となる可能性のある幼児、及びその保護者に対し

て、発達支援や療育相談を総合的に行うことを目指した療育センターを立ち上げ、模索しながら実施を行っ

て３年目である。このような体制での活動も、ようやく、形が整いつつある段階で、まだ、多くの課題をか

かえている。今後は、今までの実践で得られた成果や課題を十分に踏まえ、できあがりつつある形が、子ど

ものニーズや個々に必要な指導支援等の対応、保護者支援や園等支援に有効に結び付き機能しているかどう

かなどを、実践的に検証していく必要がある。そして、実践、実績、検証を経てて得られた機能を推進して

いくために実践を積み重ね、蓄積し、地域の園等に幅広く活かしてもらえるような工夫をしていきたい。

以下、実践の振り返より療育センターとしての活動、及び運営に関する課題等について、整理していく。

〈療育センターの機能の検証、改善〉

ア　療育センターが行う子どもの支援について

　① 子どもの困りの気づきにあたるスクリーニング検査の実施が、園等の現場にとって無理なく有効に実

施できているかどうか？

　　〇チェックリストの見直し、修正

　　〇実施時期、実施の流れ等プランの見直し、修正

　　〇実施者である教員、保育士等の理解を得るためのプロセスの見直し、修正

　　〇実施後に指導支援に結び付けるためのプロセスの見直し、修正

　②個々の子どもの実態把握の方法が、有効に指導支援に結び付く形で機能しているかどうか？
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　　〇実態把握の方法の妥当性の検証　～　実態把握として必要なものは？

　　　・保護者の理解が難しく客観的な心理検査ができない子どもの実態把握は？

　　　・行動観察を行う上での、観察のチェックリストの妥当性は？

　　　・保護者や関係機関からの情報入手の手立てと、必要な情報項目は？

　③実態把握から自立課題（指導支援目的）を見出すための手順、方法は？

　　〇自立課題の設定のスタンスは？どのような視点で設定するか？

　　〇 自立活動指導内容表（学習指導要領、幼稚園要領）に示された項目に従った課題の絞り込みの手順

と妥当性の検証

　④ 自立課題を達成させるための具体的な個別の指導計画を、有効に活用するためにはどのような様式が

よいのか？

　　〇指導支援に有効に活用できる個別の指導計画の様式の検討、検証

　　〇個別の指導計画と個別の教育支援計画との関係性の明確化

　⑤ 指導支援の妥当性を評価するためのケース会議、ケースカンファレンスの計画的、効果的な実施のた

めに必要なことは？

　　〇 ケース会議、ケースカンファレンスの年間活動計画への明確な位置付けと、参加者への参加依頼の

実施

イ　療育センターが行う保護者支援について

　① ペアレント・トレーニングを、参加する保護者のニーズにあった形で、内容、方法を修正、改善する

必要はないか？　参加者の感想、意見を取り入れ検証していく。

　　〇参加者へのアンケートの定期的な実施　⇒　保護者評価

　　〇ペアレント・リーダーの養成　⇒　保護者主体の活動へ

　②ペアレント・トレーニング以外の保護者同士の交流や活動の機会の設定の検討を行う。

　　〇個別の教育支援計画やサポートブックの作成

　　〇親子活動の設定

　　〇親が計画、準備等主導した子ども活動の設定

　③必要に応じて個別の保護者相談会を実施する。

　　〇検査結果の返し　⇒　有効な指導支援　⇒　個別の教育支援計画の作成、修正

　　〇個別の教育支援計画による指導支援の評価、修正

　　〇就学支援、進路相談

　④大学の教育、心理の専門教員が行う相談会やミニ講演会の計画的な実施を行う。

ウ　療育センターが行う園等への支援について

特別支援学校に設置する療育センターの大きな目的の一つは、地域貢献である。その具体的な形が、学

校園に対する支援である。園に対しては、５歳児発達相談会を核とした園内支援体制の構築、就学支援を

効果的に進めていくためのコーディネート役を担う。小・中学校に対しては、子どもの集団生活への適応

をめざした校内通級指導システム（支援体制）の構築のための調整役や可能な範囲の手助けを担うもので

ある。

また、「ヤマミィるーむ」を利用している幼児の在籍園や施設と緊密に連携、協力し、当該幼児の園で

の集団生活への適応、さらには、小学校へのスムーズな就学をサポートしていくことも各園への支援とな

る。いずれにおいても、個々の子どもの幸せとは何かを考え、その実現のために、学校園に対する状況改

善、環境整備等の支援を行っていく。その過程での推進役、仲介役として療育センターが機能していくこ

とが重要であると考えている。以下、主要な３つの点を取り上げる。

①個別の教育支援計画を活用した縦横の連携による指導・支援の実施

学校園の支援を効果的に行っていく上で、各個人のレベルで必要なツールが、個別の教育支援計画で

ある。保護者を中心として、これを活用し、子どもに必要なニーズをかかわる学校園やコーディネート

役の教師、関係機関がしっかりと確認、共有しながら支援や状況・環境整備を進めていくことが大切で

ある。

また、園から小学校、小学校から中学校へと、子ども本人や保護者のニーズに合い義務教育終了後の

進路を見据えた指導、支援を必要に応じて改善修正しながらつないでいくためのツールとしても個別の

−57−



教育支援計画は重要な役割をもつものである。

②園等への巡回訪問

附属特別支援学校に設置する療育センターの一つの大きな役割が、地域の園等への支援であることを

考えると、療育センターは地域内の学校園の支援状況を常に把握している必要がある。その方法として

重要なのが、定期的な学校園への巡回訪問支援であると考える。年に１回は、地域内のすべての園等を

巡回し、子どもの実態や支援の状況を把握し、必要に応じて、保護者の療育相談、「ヤマミィるーむ」

や来所相談等を紹介する等の支援のつなぎを行う。

また、この学校園への巡回訪問を通して、療育センターと各学校園との連携協力のパイプを強めてお

く必要がある。支援の必要が生じた時に、その都度、療育センターに支援協力を要請できるシステムや

関係づくりができている必要がある。

③園等内の支援体制の構築　⇔　園等内の教員、保育士の発達障害にかかわる理解啓発

園等内の支援体制を構築していくためには、教員、保育士の理解と特別支援教育の必要性に対する意

識が高まることが必要不可欠である。

　　〇園等内の教員、保育士の発達障害にかかわる理解啓発のためのプログラムの作成、実施

　　〇園等内の支援体制の構築と、計画的かつ確実な実施の方法の検討、検証

エ　療育センターが地域貢献として機能していくために

①市教委等行政機関との緊密な連携協力関係により事業計画を作り実施推進する。

　　〇 学校園への巡回訪問、連携等、行政の関係部署を通して実施する。地域コーディネーターの役割と

の棲み分けも必要である。

　　〇就学支援を実施する上で、行政の関係部署との連携は必須である。

　② 事業推進のための綿密な活動計画を立案作成し、その実施実現のための事前準備（年間の活動計画の

中に必要な会議等を参加者の都合を調整し、しっかりと位置付ける）を確実に行う。

　③ 大学との緊密な連携協力体制を作り、事業計画や評価、推進等における必要な指導助言や人材派遣等

が受けられるようにする。

　④ ニーズを掘り起こし、幅広く子どもや保護者にとって有益な相談支援にしていくための方策を継続し

て検討していく。

　⑤療育センターの担当教員の人員確保と、学校業務全体を通した負担の他教員との均一化を図る。

　　〇 療育センターとしてできる支援の内容を明確化する。学校園支援については、あくまでもコーディ

ネート役としての立場を守る。（例えば、療育センター教員が学校園のＴ・Ｔ支援や通級指導を直

接担当することを避ける。）

　　〇 療育センターの業務推進のため、担当教員が、本校教育業務を一時離れる状況が起こることを、事

前（年度始め）に本校教職員や保護者等に校長から周知徹底し、理解を得る。

　⑥療育センター担当教員が、その業務を専門的に推進していくために必要な研修の機会を確保する。

おわりに

本稿では、この取り組みを始めてから３年目の成果として、実践とその課題等を整理し、療育センターと

して地域に貢献する在り方を考えながら、就学前の幼児にかかわる指導・支援の部分について、マニュアル

の試案の作成を試みた。マニュアルの作成とともに、課題にあがってきたのは、療育センターとしての活動

内容の主である子どもの支援の充実のための教材や教室環境等の活動空間のあり方も含めた教育環境の整備

である。さらには、個々の子どもの課題に応じた個別の支援計画を支える教育内容や担当教員の専門性を活

かした実践力の向上も含めた教育方法の検討である。

今後はさらに、これらの課題を踏まえて実践を重ねる中で、検証、工夫・改善を行いながら、療育セン

ターとして機能していくために、成果の蓄積と、活動内容の精選を行っていきたい。

引用文献

注１　http://mamenoki-clinic.com/training/まめの木クリニックホームページより引用2018.7.20確認
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